
試験調査Ａ 個人企業経済調査

提出
事業所数

回収率
提出
事業所数

回収率
提出

事業所数
回収率

提出
事業所数

回収率

1 北 海 道 20 20 100.0% 20 100.0% 1 北 海 道 19 19 100.0% 19 100.0%

2 青 森 県 15 15 100.0% 15 100.0% 2 青 森 県 15 15 100.0% 15 100.0%

3 岩 手 県 20 20 100.0% 20 100.0% 3 岩 手 県 20 20 100.0% 20 100.0%

4 宮 城 県 20 20 100.0% 20 100.0% 4 宮 城 県 20 20 100.0% 20 100.0%

7 福 島 県 15 15 100.0% 15 100.0% 7 福 島 県 15 15 100.0% 15 100.0%

8 茨 城 県 20 20 100.0% 20 100.0% 8 茨 城 県 20 20 100.0% 20 100.0%

9 栃 木 県 20 20 100.0% 20 100.0% 9 栃 木 県 20 20 100.0% 20 100.0%

10 群 馬 県 20 19 95.0% 20 100.0% 10 群 馬 県 20 20 100.0% 20 100.0%

11 埼 玉 県 20 20 100.0% 20 100.0% 11 埼 玉 県 20 20 100.0% 20 100.0%

12 千 葉 県 15 15 100.0% 15 100.0% 12 千 葉 県 15 15 100.0% 15 100.0%

13 東 京 都 ① 20 20 100.0% 20 100.0% 13 東 京 都 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 20 20 100.0% 20 100.0% ② 20 20 100.0% 20 100.0%

③ 20 20 100.0% 20 100.0% ③ 20 20 100.0% 20 100.0%

④ 20 20 100.0% 20 100.0% ④ 20 20 100.0% 20 100.0%

14 神 奈 川 県 ① 20 19 95.0% 19 95.0% 14 神 奈 川 県 ① 19 19 100.0% 19 100.0%

② 20 20 100.0% 20 100.0% ② 20 20 100.0% 20 100.0%

15 新 潟 県 15 15 100.0% 15 100.0% 15 新 潟 県 15 15 100.0% 15 100.0%

16 富 山 県 20 20 100.0% 20 100.0% 16 富 山 県 20 18 90.0% 20 100.0%

18 福 井 県 20 20 100.0% 20 100.0% 18 福 井 県 20 20 100.0% 20 100.0%

20 長 野 県 15 15 100.0% 15 100.0% 20 長 野 県 15 15 100.0% 15 100.0%

21 岐 阜 県 20 17 85.0% 19 95.0% 21 岐 阜 県 20 20 100.0% 20 100.0%

22 静 岡 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0% 22 静 岡 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 20 20 100.0% 20 100.0% ② 20 20 100.0% 20 100.0%

23 愛 知 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0% 23 愛 知 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 20 20 100.0% 20 100.0% ② 20 20 100.0% 20 100.0%

③ 20 19 95.0% 20 100.0% ③ 20 20 100.0% 20 100.0%

24 三 重 県 19 19 100.0% 19 100.0% 24 三 重 県 19 19 100.0% 19 100.0%

26 京 都 府 20 20 100.0% 20 100.0% 26 京 都 府 20 20 100.0% 20 100.0%

27 大 阪 府 ① 20 18 90.0% 18 90.0% 27 大 阪 府 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 20 20 100.0% 20 100.0% ② 20 20 100.0% 20 100.0%

③ 20 20 100.0% 20 100.0% ③ 20 19 95.0% 19 95.0%

④ 20 20 100.0% 20 100.0% ④ 20 20 100.0% 20 100.0%

28 兵 庫 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0% 28 兵 庫 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 20 20 100.0% 20 100.0% ② 20 20 100.0% 20 100.0%

29 奈 良 県 19 19 100.0% 19 100.0% 29 奈 良 県 19 19 100.0% 19 100.0%

30 和 歌 山 県 15 15 100.0% 15 100.0% 30 和 歌 山 県 15 15 100.0% 15 100.0%

31 鳥 取 県 20 20 100.0% 20 100.0% 31 鳥 取 県 20 20 100.0% 20 100.0%

33 岡 山 県 15 15 100.0% 15 100.0% 33 岡 山 県 15 15 100.0% 15 100.0%

34 広 島 県 19 17 89.5% 19 100.0% 34 広 島 県 20 20 100.0% 20 100.0%

36 徳 島 県 20 20 100.0% 20 100.0% 36 徳 島 県 20 20 100.0% 20 100.0%

38 愛 媛 県 20 20 100.0% 20 100.0% 38 愛 媛 県 20 20 100.0% 20 100.0%

39 高 知 県 20 20 100.0% 20 100.0% 39 高 知 県 20 20 100.0% 20 100.0%

40 福 岡 県 ① 20 18 90.0% 18 90.0% 40 福 岡 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 15 13 86.7% 13 86.7% ② 15 15 100.0% 15 100.0%

42 長 崎 県 19 19 100.0% 19 100.0% 42 長 崎 県 20 20 100.0% 20 100.0%

43 熊 本 県 15 15 100.0% 15 100.0% 43 熊 本 県 15 15 100.0% 15 100.0%

45 宮 崎 県 20 20 100.0% 20 100.0% 45 宮 崎 県 20 20 100.0% 20 100.0%

47 沖 縄 県 ① 20 16 80.0% 16 80.0% 47 沖 縄 県 ① 20 20 100.0% 20 100.0%

② 15 15 100.0% 15 100.0% ② 15 14 93.3% 15 100.0%

計 926 908 98.1% 914 98.7% 計 926 922 99.6% 925 99.9%

都道府県
調査

事業所数

初送分（H19 1.31） 追送分（H19.2.15）

・「初送分」 … 第２期調査（10～12月期）の調査票等の提出期限（１月31日）までに統計局に提出された調査票等のこと。
　　　　　　　　　なお，集計対象に含まれているのは，この初送分に係るもののみである。

・「追送分」 … 第２期調査（10～12月期）の調査票等の提出期限（１月31日）以降，２月15日までに回収し，統計局に
　　　　　　　　　提出された調査票等のこと。

試験調査Ａ　＜１０～１２月期＞

表Ａ－１　　調査票回収状況

都道府県
調査

事業所数

初送分（H19 1.31） 追送分（H19.2.15）

資料１＜10－12月期＞　データＡ



試験調査Ａ　＜10～12月期＞
図Ａ－２　　調査主体別，理由別代替状況
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【代替率（％）】

代替率（試験調査Ａ）

代替率（個人企業経済調査）

代替率（試験調査Ａ） 113.9 5.1 37.1 5.3 60.1 4.5 1.1 0.1 0.2 0.3 0.0

代替率（個人企業経済調査） 64.4 2.7 20.6 3.3 24.4 9.2 2.7 0.4 0.1 0.9 0.1

件数（試験調査Ａ） 908 1,034 46 337 48 546 41 10 1 2 3 0 2.1

件数（個人企業経済調査） 922 594 25 190 30 225 85 25 4 1 8 1 1.6

取集事業所数
代替率
・

代替件数
移転 廃業 休業

調査に協力し
ない

事業主の病気
入院など特別
な理由

法人組織に変
わった

対象産業内で
の産業変更

対象産業外へ
の産業変更

本店（本所）で
一括経理のた
め帳簿がない

農林漁業兼業
（全売上高の
５割以上）

１事業所当た
りの調査協力
依頼事業所数

（代替率　…　代替件数／取集件数）

・ 代替件数　…　調査対象事業所として抽出され，協力依頼を行なったものの，移転，廃業，休業，調査に協力しない等の理由により，
　　　　　　　　　　 協力を得られなかった事業所の件数。

・ 取集件数　…　調査対象事業所として抽出され，かつ調査に協力を得られ，調査票を取集することが出来た事業所の件数。

※　「初送分」に係るもののみが集計対象となっている。



試験調査Ａ　＜10～12月期＞
図Ａ－３　　調査主体別，調査項目別未記入状況
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【未記入事業所率（％）】

未記入事業所率（試験調査Ａ）

未記入事業所率（個人企業経済調査）

未記入事業所率（試験調査Ａ） 0.0 0.3 0.4 1.0 0.4 0.6 1.2 0.6 0.7 0.9 1.3 1.1 1.9 6.8 2.2 5.5 10.6 11.7 12.2 13.4 19.1 14.6 24.0 11.3 18.4 18.7 19.4 19.6

未記入事業所率（個人企業経済調査） 0.0 0.0 0.3 0.1 0.0 0.3 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.4 0.4 0.1 0.1 0.0 0.4 0.1 0.5 0.2 0.1 0.4 0.2 0.9 0.8 0.9 0.9

未記入事業所数（試験調査Ａ） 0 3 4 9 4 5 11 5 6 8 12 10 17 62 20 50 96 106 111 122 173 133 218 103 167 170 176 178

未記入事業所数（個人企業経済調査） 0 0 3 1 0 3 0 0 3 0 0 0 4 4 1 1 0 4 1 5 2 1 4 2 8 7 8 8

１(1) １(2) １(3) １(4) ２(1) ２(2) ２(3) ３(1) ３(2) ３(3) ４ ５(1) ５(2) ６ ７(1) ７(2)
８(1)
ア

８(1)
イ

８(2)
ア

８(2)
イ

９
10
（1）

10
（2）

11 12(1) 12(2) 12(3) 12(4)

・ 未記入事業所数　…　調査票取集事業所のうち，記入されていなかった項目のあった事業所の数。

・ 未記入事業所率　…　未記入事業所数／調査票取集事業所数

第２面（経理項目等）第1面（業況判断項目等）

調査項目（資料１参考①参照）

0

※「初送分」に係るもののみが集計対象となっている。



試験調査Ａ　＜10～12月期＞

図Ａ－４　都道府県別，調査票面別未記入の状況
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01 北海道　　

02 青森県　　

03 岩手県　　

04 宮城県　　

07 福島県　　

08 茨城県　　

09 栃木県　　

10 群馬県　　

11 埼玉県　　

12 千葉県　　

13 東京都　　

14 神奈川県　

15 新潟県　　

16 富山県　　

18 福井県　　

20 長野県　　

21 岐阜県　　

22 静岡県　　

23 愛知県　　

24 三重県　　

26 京都府　　

27 大阪府　　

28 兵庫県　　

29 奈良県　　

30 和歌山県　

31 鳥取県　　

33 岡山県　　

34 広島県　　

36 徳島県　　

38 愛媛県　　

39 高知県　　

40 福岡県　　

42 長崎県　　

43 熊本県　　

45 宮崎県　　

47 沖縄県　　

未記入項目率
（試験調査Ａ）

未記入項目率
（個人企業経済調査）

第１面（業況判断項目等） 第２面（経理項目等）

未記入項目率…未記入項目数／（調査票１枚当たりの項目数×取集調査票数）

（％）（％）

※「初送分」に係るもののみが集計対象となっている。



試験調査Ａ　＜10～12月期＞
図Ａ－５　調査主体別，調査項目別記入不備状況

0.1
0.2

0.3

0.7 0.7

0.2
0.1

0.2
0.10.1

0.3
0.1

0.3
0.1 0.1

0.2 0.2
0.3

0.1 0.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

【記入不備事業所率（％）】

記入不備事業所率（試験調査Ａ）

記入不備事業所率（個人企業経済調査）

記入不備事業所率（試験調査Ａ） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.7 0.7 0.3 0.1 0.3 0.0 0.2 0.1 0.2 0.1

記入不備事業所率（個人企業経済調査） 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.2 0.0 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

記入不備事業所数（試験調査Ａ） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 3 6 6 3 1 3 0 2 1 2 1

記入不備事業所数（個人企業経済調査） 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 3 1 1 0 0 0 0
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・記入不備　…　民間事業者や地方公共団体から統計局に提出された調査票の各項目について審査した結果，
　　　　　　　　　　 誤って記入されていると判断したもの。
  　　　　　　　　　　 （記入不備の具体例：シングルアンサーの項目についての重複記入，記入位置のずれなど）

・記入不備事業所数　…　調査票取集事業所のうち，記入不備項目のあった事業所の数

・記入不備事業所率 … 記入不備事業所数／調査票取集事業所数

調査項目（資料１参考①参照）

※　「初送分」に係るもののみが集計対象となっている。

0.0

第１面（業況判断項目等） 第２面（経理項目等）



試験調査Ａ　＜10～12月期＞

図Ａ－６　主な検査項目において，矛盾のあった割合
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試験調査Ａ

個人企業経済調査

「７従業者数」と
「１１給料賃金」
との関連チェック
における矛盾の
割合

「７従業者数」の「(2)雇用
者数」が記入されている
場合で、「11給料賃金」が
記入されていなかった割合

「１０営業経費」と「１１給料賃金」との
関連チェックにおける矛盾の割合

「10営業経費」の「(2)うち
利子割引料」と「11給料
賃金」の合計額が「10営
業経費」の「(1)営業経費」
より高額だった割合

「10営業経費」の
「(1)営業経費」より
「11給料賃金」が
高額だった割合

「１２設備投資」における金額記入の矛盾の割合
（１０万円未満の記入があった割合）

(1)建物
 　建物付属設備

(2)車両 機械 工具
　 器具 備品

(3)土地購入 (4)土地の整備

※「初送分」に係るもののみが集計対象となっている。

※当該項目において未記入及び記入不備は除外とした。


